
２０２６年７月１３日 

 

各 位 

 

証券会員制法人 札幌証券取引所 

 

 

パブリック・コメントの実施について 

 

本所は、下記の要領で、パブリック・コメントの募集（規制の設定又は改廃についてのご意見募集）を実

施することといたしましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１．パブリック・コメントの内容 

・ＴＤｎｅｔ利用料の見直しについて 

２．意見提出方法等 

（１）募集期間：２０２６年７月１３日（月）～２０２６年８月１０日（月） 

（２）提出方法：郵送、ファクシミリ、Ｅ－ｍａｉｌ 

（３）提出先 

① 郵送の場合…〒060-0061 札幌市中央区南１条西５丁目 14－１ 

証券会員制法人 札幌証券取引所 自主規制部 

② ファクシミリの場合…ＦＡＸ：011-251-0840 

③ E-mailの場合…本所ホームページ（URL…https://www.sse.or.jp/archives/publiccomment） 

上の入力フォームから提出して下さい。 

３．公表資料の入手方法 

本所ホームページ及び本所窓口での配布 

４．意見等処理方法 

提出期限の翌日以降、本所ホームページに掲載いたします。 

 

以 上 

【お問合せ先】 

証券会員制法人 札幌証券取引所 

自主規制部 

ＴＥＬ ０１１－２４１－１１３５ 

https://www.sse.or.jp/archives/publiccomment
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ＴＤｎｅｔ利用料の見直しについて 

 

２０２６年７月１３日 

証券会員制法人札幌証券取引所 

Ⅰ 趣旨 

適時開示情報伝達システム（以下、ＴＤｎｅｔという。）は、会社情報の適時開示の円滑化・効率化に資するため、(株)東京証券取

引所（以下、東証という。）が開発し、１９９８年に稼働した適時開示情報のシステムであり、本所においても上場会社の利便に資す

るため、いわゆるワンストップ・ファイリング等の実現のために、１９９９年１０月１日の全国連携システム稼働の時点からその運営

に携わってきております。 

今回、東証では、２０２７年９月に予定しているＴＤｎｅｔのリプレースに向けて、処理性能・可用性やセキュリティなど根幹機能

の更なる強化に加え、上場会社における開示業務の高度化・効率化のための機能開発に取り組んでいるところであります。 

上場会社においては、２００８年以降、ＴＤｎｅｔ利用料として年間１２万円をご負担いただいておりましたが、今般、これらの機

能改善や開発コストの上昇などを踏まえ、ＴＤｎｅｔ利用料の見直しを行います。 

 

Ⅱ 概要 

項  目 内   容 備   考 

ＴＤｎｅｔ利用料の

見直し 

 年間１２万円としていたＴＤｎｅｔ利用料を、年間

１５万円とします。 

 

 ＴＤｎｅｔ利用料は、年２回、半額ずつ請求

しています。見直し後のＴＤｎｅｔ利用料

は、２０２８年３月の請求分から適用いたし

ます。 

 

Ⅲ 実施時期（予定） 

・２０２７年１０月１日から実施します。 

以 上 
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